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KOA 株式会社（A）

　�994年の初夏、中央アルプスと南アルプスに挟まれた伊那谷（長野県伊那市）にあるパインパー

クのハローウィングと呼ばれる建屋のオフィスで、KOA株式会社KPS推進本部の山岸部長（写真

2参照）は、過去数年間のKPS活動を振り返りつつ、今後取り組むべき課題について思いを巡ら

せていた。

　「�980年代後半に KPS推進活動をスタートして以来、“付加価値を生むのは現場だ”とい

う製造業の原点に立ち返り、必要なものを、必要な量だけ、必要な時に供給できる生産方式

の現実に向けて、いろいろな改善を行なってきました。そして、種々のムダを取り除き、生

産指示から出荷までのリードタイムを従来の�ヵ月余りから3日に短縮し、近い将来それを

24時間にするべく努力しています。さらに“生産現場を活性化し、現場で働いている人た

ちにモノ作りの喜びを感じてもらおう”という社長方針の下に、伝統的な工程分業に基づく

組織形態を�992年末から解体しつつあります。目標とする新たな組織体制は、グループ会

社を含めて�,000人近い現場作業者を、平均20人程で構成される製品別のワークショップ

という組織に再編成し、資材の購入から生産計画、製造、進捗管理、品質保証、製品の出荷

まで、一貫して責任を持って行なうというものです。現在までに、関連会社を含めて38のワー

クショップを編成しましたが、向山社長は、その数を増やすと共に、顧客への販売業務はも

とより、いずれは本社の経理や財務、人事の機能もワークショップに移管して、ワークショッ

プを単位とした企業経営を実現したいと考えています。」
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本ケースは、標記企業の理解と協力を得て、慶應義塾大学ビジネス・スクール教授の小野桂之介と同助教授の 
河野宏和が共同で作成した。このケースは、クラス討議で教育目的に用いるためのものであり、経営管理の良否
あるいは関係者の判断の適否を示唆するものではない。

本ケースは慶應義塾大学ビジネス・スクールが出版するものであり、複製等についての問い合わせ先は慶應義塾
大学ビジネス・スクール (〒 223-8526 神奈川県横浜市港北区日吉 4丁目 �番 �号、電話 045-564-2444、e-mail:
case@kbs.keio.ac.jp)。また、注文は http://www.kbs.keio.ac.jp/ へ。慶應義塾大学ビジネス・スクールの許
可を得ずに、いかなる部分の複製、検索システムヘの取り込み、スプレッドシートでの利用、またいかなる方法 
( 電子的、機械的、写真複写、録音・録画、その他種類を問わない )による伝送も、これを禁ずる。

Copyright©小野桂之介、河野宏和（1994 年 10 月作成、1999 年 8 月改訂）
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会社の沿革と現状

　KOA株式会社は、向山孝一社長の父、向山一人氏（現会長）が、�940年（昭和 �5年）、個人

事業の興亜工業社として設立した電子部品メーカーであった。当時、稲作と養蚕だけが頼りで昭

和恐慌と準戦時経済で疲弊した農村に新たな産業として工業を興そうと、東京での苦学生活を終

えた向山氏は、地元の製糸工場を買い取り、「伊那谷に太陽を！」という理念を掲げて、抵抗器

とコンデンサーの生産を始めた。興亜工業社は、終戦後の �947年に株式会社に改組され、�950

年に興亜電工株式会社と改められた。その後、昭和30年代の白黒テレビの普及に始まる家電製

品の増産に支えられて、同社は順調に業績を伸ばし、資本金も設立当初の 80万円から、�96�

年に �億 �,520 万円、�98� 年に �3 億 4,000 万円、�984 年に 45 億 9,000 万円へと増資され、

�994年現在では 59億 6,000万円となっていた。この間、�960年代初めに東京と名古屋の証券

取引所第2部に株式上場し、�984年に両取引所の第�部に移された後、�986年に社名をKOA株

式会社に改めた。また、海外へも早い時期から積極的に進出し、�967年に台湾で合弁の子会社（生

産拠点）を設立したのを皮切りに、�974年にマレーシア（生産拠点）、�98�年にシンガポール（販

売会社）、そして �986年には台湾に 2つ目の合弁現地法人（生産拠点）を設立、�986年に香港

とアメリカに販売拠点を開設したほか、�99�年には中国・上海にも現地法人の生産拠点を建設

した。

　�994年夏当時、同社では、付属資料 �に示すように、開発本部、管理本部、生産本部、営業

本部の 4本部を 4名の役員（常務取締役）が分担して管理していた。生産本部は、伊那市にあ

る上伊那生産部（通称：パインパーク）と、そこから車で�時間弱の長野県飯田市を中心に展

開する下伊那生産部に分かれていた。営業本部は、全国に展開された�0ヶ所の国内営業所と海

外営業部を統轄していた。従業員数は、KOA㈱本体で約800名、関連会社（国内7社 700名、海

外 4社 �,000名）を合わせて全体で約2,500名であった。�994年 3月期の KOA㈱（単独）の売

上高は 3�7億円（前年比 �4.3％増）経常利益は 25億円（同 28.7％増）、純利益は �2億円（同

57.0％増）と、円高と国内不況という厳しい環境条件下にもかかわらず、2年連続の増収増益を

達成していた。また、�994年 3月期の連結決算ベースの業績は、売上高335億円、経常利益30

億年、純利益�5.5億円であった。付属資料2は、最近�0年間の財務データを要約したものである。

製品と市場

　KOA㈱の主力製品は、プリント基板などに取り付けられる抵抗器であった。製品は、抵抗の機

能によって固定抵抗器と可変抵抗器、形状によって角形（チップ状のもの）と丸形（両端にリー
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ド線の付いているもの）などに分類された。製品の大きさは、米粒位から大きなものでも数セン

チで、角形抵抗器を例にとると、約3cm×5cm（厚さ約0.5mm）の板状の素材から、小さなもの（0.5mm

× �.0mm）で4,920個、大きなもの（3.2mm× 6.5mm）で�28個の製品が作られた（付属資料3参照）。

他に、IC、印刷回路基板、高周波コイルなどの電子部品も生産されていたが、売上高で見ると、

抵抗器が70％近くを占めていた。同社の売上高に占める輸出比率は40％で、主な仕向先はアメ

リカとアジア諸国であった。抵抗器�個の販売価格は、大きさその他の仕様により30銭から数

十円の範囲に分布しており、平均すると�円弱であった。

　製品の納入先は、家電メーカー、通信機器メーカー、精密機器メーカー、自動車メーカーなど、

国内だけで900社、海外も合わせるとその2倍以上に及んでいた。抵抗器の�992年の国内生産

額は2,4��億円で、�975年の 770億円から �980年には �,700億円、�990年には 2,770億円と

着実に拡大してきたものの、�990年代に入ってからは不況と円高の影響を受けて成長が止まり、

�992年の生産額は前年比で �3％も減少した (付属資料 4参照 )。こうした中、KOA㈱の売上高

が増えるにつれて市場シェアは上昇し、角形抵抗器では、松下電子部品、ロームに次ぐ �4％を

占め、第3位であった。また、丸形抵抗器の分野では約20％のシェアを占め、抵抗器の専業メー

カーとしては業界トップの地位にあった。国内では、上記2社の他に、北陸電気工業、京セラなど、

約40社が抵抗器市場で激しく競争しており、海外に生産拠点を移す企業が相次ぐ中で、KOA㈱

は抵抗器の 90％以上を国内生産していた。納入先の完成品メーカーも円高の影響を受けていた

ため、価格引下げ要求が厳しく、製品価格は徐々に低下する傾向にあった。

　抵抗器に対する需要は、電子技術が高度化し、プリント基板の小型化、高集積化が進むにつれて、

微細電流を精度よくコントロールする必要性が高まり、VTRカメラ、パソコン、ワープロ、携帯

電話などに利用され、その用途はさらに広がりつつあった。同時に、製品の小型化や高精度化へ

の要求も年々高まっていたが、KOA㈱は、そうした品質面でも顧客から高い評価を得ていた。ま

た、角形抵抗器が世の中の主流になりつつあったが、その製法や塗布剤は�980年代前半に確立

された技術で、ここ�0年間に渡って生産技術的には安定していた。一時期、ICと同様の写真製

版を利用した製法も考えられたが、コストの点で見合わず、今後とも、塗布剤の部分的な改良を

除けば、製造方法に大きな変化はないものと見られていた。また、微細加工を要するために生産

技術面では日本が先行しており、民生用エレクトロニクス機器の大手メーカーが日本国内に多い

こともあって、欧米のメーカーによる生産量は極めて限られていた。
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生産システム

　KOA㈱は、付属資料6に示すように、長野県伊那市から飯田市にかけての天竜川沿いに広がる

伊那谷を中心として、関連会社も含めて�8ヶ所の工場を有していた。主力工場は、丸形抵抗器

を生産する上伊那生産部の ｢パインパーク ｣と、角形抵抗器を生産する下伊那生産部の ｢匠の

里｣の 2ヵ所であった。

　｢パイン・パーク｣は、�984年に設けられた生産拠点で、松林と野鳥に囲まれた自然環境の中に、

工場棟｢イーストウィング｣、スタッフ研修やミーティングに使われる｢ハローウィング｣、生

産設備を設計開発するための｢からくり工房｣、お酒を飲みながら社員が自由に語り合う宿泊棟

｢乾杯亭 ｣など、ユニークな施設から成っていた(以上、写真3～写真 6参照 )。こうしたそれ

ぞれの建屋のデザインや名称には、向山孝一社長の｢明るく楽しく｣仕事をしようという基本姿

勢が反映されていた。

　イーストウィングでは、角形以外の様々な抵抗器が生産されていた。例えば、両端にリード線

の付いた丸形抵抗器は、セラミック材の丸棒に抵抗剤が塗られてから、所定の長さに切断された

後、表面にキズを付けて抵抗値を調整する切削加工が行なわれ、続いて抵抗値が検査され、リー

ド線が両端に溶接され、ビニール袋に入れて出荷された(写真 8,9参照 )。従来は、同一機能の

機械が�つのエリアにまとめられ、工程分業型の生産体制が採られていたが、�987年の KPS活

動開始以来、機械設備を工程フローに沿って品目別にライン化するレイアウト変更が逐次進めら

れた。その結果、人の移動や部材の運搬が減少すると共に、生産スペースも従来の約6割に削減

された。

　一方、下伊那にある｢匠の里 ｣は、角形抵抗器の専用工場として�992年に建設された。生産

に携わる作業者全員が“モノ作り”に精通した匠のような技術者に育ってほしい、という願いを

込めて、向山社長自身が命名した。従業員自らが植樹した木立の中に、養蚕農家を思わせる白い

漆喰の建屋があり、一見工場には見えない外観を備えていた(写真 7参照 )。工場の駐車場も舗

装を許されておらず、伊那谷の自然と一体になって地球環境に優しい企業を目指す、という社長

の理念が具現化されていた。

　角形抵抗器の生産工程は、印刷と呼ばれる前工程と、印刷した基板を縦横に裁断して抵抗器の

チップを形作る後工程から成っていた。印刷工程は、わずかなゴミの付着が断線という不良につ

ながるため、全ての処理がクリーンルームの中で行なわれ、6段階の印刷プロセスと2段階の検

査工程から成っていた(写真�0,��参照)。まず、約3cm×5cm、厚さ約0.5㎜のアルミナ基板(外

部メーカーからの購入品)の両面に、謄写印刷の要領で電極のパターンが印刷され、炉で加熱焼

成された(以下、付属資料5を参照 )。次に、同様の手法で抵抗体が印刷・焼成された後、抵抗
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値を調整するために抵抗体にレーザーで傷をつけ、傷の部分を保護するコーティングが施された

後、抵抗器の製品番号が印刷された。

　製品の検査は、電極印刷後と表示印刷後の 2ヶ所で、拡大鏡 (ルーペ )を用いて、人手で行

なわれていた。検査のための画像処理技術も進歩していたが、わずかな印刷不良を識別するため

には、現状では、判別能力の点でもコストの点でも人手の方が優れていた。�個の抵抗器の不具

合でも基板の �列全てのチップが不良として廃棄されてしまうこともあって、材料の歩留りは

97～ 98％の水準にあった。

　後工程は、印刷が完成した基板をまず短冊状に割り、次に短冊を�個ずつのチップに裁断し、

断面部分の表と裏の電極をつなぐメッキ加工を蒸着機で行なった後、抵抗値を自動検査し、出荷

用の紙テープに個々のチップを包装するという流れになっていた(写真 �2.�3および付属資料6

参照 )。2種類のメッキ処理の内、正味5時間かかる電解メッキが車で�時間半程離れた外注企

業で行なわれていたため、その工程だけで24時間を要し、これがリードタイム短縮を進める上

で �つの課題になっていた。完成した製品は、エンボス (押し型 )加工された紙テープの溝に

埋め込まれ、紙または樹脂製のリールに巻き取られて出荷されていた(写真�2参照)。�本のリー

ルには、4,000個、5,000個、あるいは�0,000個単位の抵抗器が巻き取られ、仕向け顧客別に段ボー

ル箱へ入れられた。そして、その日の夕方に伊那市郊外にある流通センターへ届けられ、そこで

送付先の荷札が貼られて直ちに出荷された(写真 �7参照 )。流通センターでの出荷作業は外部

の業者に委託されていたが、他社の製品が3階建ての建屋に数多く在庫されている中で、KOA用

の作業スペースは、写真�6に示すように机2個だけのわずかなエリアで、夜の7時頃には当日

持ち込まれた完成品が全て出荷され、夜間の製品在庫はゼロになっていた。

　印刷工程と後工程の間の移動指示は、カンバンによって行なわれていた。印刷工程を完了した

アルミナ基板は、搬送用のトレーに入れられ、納期日別に色分けされたカード(カンバン)が付

けられた。後工程の作業者は、カンバンの色を見て、納期の早いものから順に取って処理してい

た。カンバンの色は、工場の廊下にあるカレンダーに日別に塗られた色と一致しており、誰にで

も進捗が一目で分かるように工夫されていた。また、部材の発注もカンバンを用いて行なわれて

おり、例えば段ボール箱の材料の山には大型の発注カンバンが仕切り板のように挟まれ、材料が

そこまで使用されたら自動的に発注が行なわれる仕組みになっていた。

KPS 推進活動の歩み

　KOA㈱は、創業者向山一人氏(現会長)の下で、戦後の家電製品普及の波に乗って順調に成長

したが、向山氏は、“電気の基本部品である抵抗器やコンデンサーだけを生産する”、“地域の発
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展に貢献する”という創業の基本を忠実に守った。そして、国会議員としての活動が忙しくなっ

た�977年 �2月、長男の向山孝一氏(写真 �参照 )に経営をバトンタッチした。当時29歳 (営

業担当取締役)の孝一氏にとって、｢会社をうまくやれ｣、｢社長になっても謙虚であれ｣とい

う二言だけが引継ぎ事項という突然の社長交代であった。

　社長となった向山孝一氏は、これからの経営方針について、�個 �円もしない抵抗器を生産し

ているだけでは一層の成長は難しく、高付加価値・高成長分野への多角化を志向すると共に、単

価の安い抵抗器を低コストで作るためには、工場全体を高度に自動化して大量生産による規模の

メリットを亨受すべきだと考えた。そして彼は、自ら提携先や買収先の企業を国内外に捜し求め、

アメリカ企業との合弁によるハードディスク・ビジネスへの進出、VTRヘッド・メーカーへの資

本参加など、積極的な事業多角化を展開した。同時に、工場においても、場内物流を自走車両に

より完全無人化し、購入部材用に大型の自動倉庫を建設し、生産日程計画を全てコンピュータで

自動作成する仕組みを導入した。これらの自動化のための投資額は、パインパークだけで2億円

以上に達した。�984年には、高水準の自動化が評価され、日本経済新聞社から先端事業所�0選

に選ばれ、日経 FA賞を受賞した。�994年当時も、FA賞の表彰状は、行き過ぎた自動化への戒

めとして、イーストウィング(工場棟)の入口に大きく飾られていた。

　ところが、�985年 9月のプラザ合意を受けた急激な円高により製品価格が下落し、約25％を

占めていた輸出分の収益が目減りした。また取引先企業の海外生産シフトの影響もあって予想し

た程には受注が増えず、生産能力が過剰となり、自動化投資の負担が大きくなって、同社の業績

は急速に悪化した。�985年 3月決算では税引前利益�9億円と過去最高を記録したが、翌年度に

は4,900万円の営業赤字を出し、2億円を超える有価証券売却益によってようやく最終損益の黒

字を確保した。�987年 3月期も 8億円の営業赤字、6億円の純損失を計上し、前年の�2％配当

から一気に無配に転落した(付属資料2の財務データを参照)。向山社長は、当時の様子を振り

返って、次のように語っていた。

　｢�977年に社長を引き継いだ当時は、石油ショックの影響のために受注量が少なく、毎月

一次帰休を実施している状態でした。しかし、その後は世の中の電子化が加速されるにつ

れて注文が増え、極端に言えば何もしなくても業績が伸びていたため、自分の関心が外へ

向いて、机の上の数字や理論だけで会社の進むべき方向を考えていました。市場は常に拡

大するものと思い込んで量産に走り、私の目も、知らず知らずの内に顧客や生産現場から

離れていました。また、上場企業の最年少経営者ということで周囲の関心も高く、取引銀

行が毎日のように黒塗りの車で融資の申入れに来てくれました。世の中で言われる“もみ手”

そのもので、年長者が頭を下げて頼みに来てくれるのは気分の悪いことではありませんで

した。実際に、作れば売れる、といった時代が続いていて、業績も右肩上がりで伸びてい
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ました。

　しかし、一度赤字になると、銀行の態度は豹変しました。毎週�回東京の支店に呼び出

され、過去 �週間に何をやったかを逐一報告させられました。しかも、相手は自分より若

い担当者でした。惨めな思いと共に“何とかせねば”という気持ちで、社長を引き継いだ

時の原点に立ち返って、現場の人たちがどんな気持ちで働いているかを考え、何が赤字の

原因かを見つける作業から始めました。そのために、他社のいろいろな工場を見て回りま

した。その中に、“これだ”と直感できる工場がありました。ある電機製品メーカーでしたが、

注文のあるものしか作らず、したがって在庫がなく、過剰能力となった高価な設備を平気

で解体していたのです。さらにその会社では、トップ自らが進んで生産現場に足を運んで

いました。伊那へ帰ってからすぐに、自社工場の現場を歩いてみると、そこに在庫があま

りに多いことにびっくりしました。苦労して調達したお金は、その多くが製品や仕掛品に

置き換えられて眠っていた訳です。それからは、率先して現場へ行って、自分の目と耳で

事実を確かめるように考え方を改めました。

　大型の設備でフル生産すると、製造原価が下がったように思える場合があります。しかし、

実際の原価は、そのモノが売れるまでにかかる全てのコストを考えに入れなければならな

いのです。仕掛りや在庫になった製品では、その保管費、運搬費、伝票処理などの間接費

といった様々なコストがかかります。したがって、メーカーでは、これらを全て含んだ“経

営原価”という考え方でコストを捉えるべきなのです。｣

　�985 年当時、KOA㈱の工場や営業所の製品倉庫には、合計 2ヶ月分以上の製品在庫が溜り、

多くのスペースや資金だけでなく、製品を捜し出したり伝票を管理する多くの手間が費やされ

ていた。一方、それだけの製品在庫を抱えながら、顧客への納期トラブルは後を絶たなかった。

そこで、同年 9月、納期遵守率の向上を目的として、物流改善プロジェクト活動がスタートし

た(以下、付属資料7参照 )。このプロジェクトは、当時の専務取締役(経営企画担当)をリー

ダーとする8名で構成され、山岸氏の他に、製造サイドから製造部長、生産管理担当者、物流担

当者の3名、営業サイドから営業部長、営業所長、販売担当者の3名が参加していた。その後、

�986年 4月に、それまで本社で行なわれていた生産計画機能が工場に移管され、�987年 4月に

は KPS(KOA Production System,�989年から KOA Profit System)推進本部が発足した。KPS推

進本部設立の経緯について、山岸部長は次のように語っていた。

　｢世の中の事例を見ていると、物流改善という課題に対して、初めから製品在庫削減を目

標に掲げて、生産管理や製造部門の立場からアプローチする場合が多いように思います。し

かしKOAでは、2ヶ月分もの製品在庫があるのに顧客の納期に間に合わないのはおかしい、
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という素朴な疑問から出発して、営業部門と製造部門の双方を巻き込んだ物流改善としてプ

ロジェクト活動をスタートしました。当時、製品倉庫は工場と各営業所の両方に重複してあ

りました。重複した在庫は全社で見ればムダですから、これらの内、営業所の在庫をなくし

て工場在庫に一本化することから活動を始めました。その際、当時の営業担当取締役の支援

を得られたことは、プロジェクトにとって大切なプラス要因の �つでした。そして活動を進

める内に、技術的な改善のためには物流だけでなくモノ作りの仕組みを改善する必要があり、

したがって製造部門にもっと改善のメスを入れて一層ムダを排除していくことが必要だとい

う認識が社内で高まり、自然な流れの中でKPS推進本部が作られました。当時進められてい

た多角化や自動化から見れば確かに大きな方向転換でしたが、経営的に苦しい時期でもあり、

皆が危機感を持っていたので、ムダの排除を目指すという命題への抵抗はほとんどありませ

んでした。KPS活動を推進していく上であえて注意したことと言えば、あまり自分が前面に

出ないで、困っている問題を担当者に気づいてもらってその人に言い出してもらうことと、

机上での議論に終始しがちな人たちを現場へ連れて行って現場で話し合うように説得したこ

との2つ位です。｣

　KPS活動のねらいは、あらゆる種類のムダを排除し、「必要なもの」を「必要な時」に「必要

な量だけ」届けられるように、“モノ作り”の仕組みを根本から変えることにあった。その主な

改善内容は、付属資料 8に要約されているように、広い範囲に渡っていた。例えば「配送」に

着目すると、従来は、工場で生産された製品が、製品倉庫、営業所という2段階を経てユーザー

へ届けられていた。この方式だと、生産完了後、倉庫と営業所で製品在庫を持つことになり、結

果として納入までのリードタイムが長く、部門間でやりとりされる情報の流れや伝票の種類も複

雑になっていた。そこで、KPSでは、�987年のプロジェクト発足直後から、営業在庫を製造側

へ集約する活動を推進した。しかしながら、この改善を、全ての品目、全ての営業所で実施す

るのには、2年近くの期間と、山岸氏を中心とするKPS推進メンバーの粘り強い活動を必要とし

た。その後、製品倉庫の無在庫化に向けてこの改善活動をさらに展開し、完成後の製品が�日か

2日間仕分けのために倉庫に滞留するのは当り前、という従来の常識を、約3年の歳月をかけて

全社的に改めた。�994年当時、毎日夕方までに完成した製品は、その日のうちに全て流通センター

に集結され、客先別に段ボール箱に梱包された後、前もって準備された宛名ラベルが貼られて、

夜7時には出荷を完了していた。約5年間にわたる地道な改善活動の結果、生産現場と顧客の間

が滞留在庫なしで直結されることになった。

　また、生産管理(生産計画と納期管理)のやり方についても、�986年の春から改善のメスが

入れられた。それまでは、本社の管理課が、営業本部の需要予測・在庫情報と現場の生産能力
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を勘案しながら、大型コンピュータを使って品目別の製造要求書(週単位の納期指定)を毎週 �

回作成して各工場に送付し、これをもとに各工場の生産管理担当部門が現場の進捗を管理してい

た。週単位でまともられた受注量に基づいて週の初めに翌週�週間の生産日程計画が立てられて

いたので、計画から生産着手まで長い場合には2週間を要していた。�986年 4月に生産計画機

能が本社から工場に移管されると、各営業所の受注情報は各工場に直接伝えられ、この情報と手

元在庫状況をもとに、各工場の生産管理課が、工程ごとに定められた基準日程に沿って生産日程

計画を立てるようになった。そして、�988年に入り生産工程のライン化が進むと、日程計画の

基礎となる基準日程が大幅に短縮された。さらに、�990年に入って、多くの品目で生産リード

タイムが7日を切ると、生産方式も徐々に見込生産から受注生産にシフトしていった。顧客から

の受注情報は営業所から品目分野ごとに置かれた製造課に直接伝えられ、各製造課が自分で生産

日程を決めるようになった。そして、�992年 4月からは、｢時間管理方式 ｣が導入された。こ

の方式の下では、各製造課の最初の工程に投入されて順序で、異なる注文間の追越しやロットま

とめをせずに各工程が生産することになっていたので、結果として各工程での生産の進捗は�日

より細かい｢時間 ｣のオーダーで管理されることになった。さらに、同年�2月のワークショッ

プ制導入に伴い、この管理単位は、製造課からワークショップにシフトされた。�994年夏当時、

生産プロセスの内、電極印刷と電極検査(基準日程：2日間 )はカンバン方式によって在庫生産

されたが、抵抗体印刷以降の工程は、原則としてワークショップに届いた顧客注文に基づいて

受注生産されていた。各ワークショップ（除：電極印刷ショップ）のマネジャーは、コンピュー

ター端末から出力された受注伝票を差立板（写真�5参照）へ納期日別に整理し、納期に遅れず、

極力完成品在庫を持たないよう配慮しながら、初工程に受注伝票を渡すことにより生産指示を行

なっていた。こうした一連の改革の結果として、生産現場と顧客が生産管理という情報の流れの

点でも直結され、中間に介在していた間接業務の人員が大幅に削減された。山岸部長は、この改

善について、次のように語ってくれた。

　「我々は、コンピュータを、専門家ではなく、現場の人が使う道具だと考えています。コ

ンピュータシステムは一定のルールを前提として構築されているので、コンピュータの数

字だけを信じていると、受注変動とか、在庫の動きが実感として分からなくなり、人間の“勘”

が全く働かなくなってしまうんです。KOAでは、今は、コンピュータを便利な通信手段とし

て利用している職場がほとんどです。」

　生産設備についても、大型・高速・高性能の設備から、機能本位で、小型で安価な設備への変

更が行なわれ、不要な大型設備や無人自動倉庫は次々に廃棄された。上伊那のイーストウィング

では、無人搬送者をガイドするために床に貼られたアルミテープと、生産管理のコンピュータ・
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ネットワーク用に天井裏に巡らされた光ファイバー・ケーブルが残されていたが、山岸部長によ

れば、「撤去するのにお金と時間がかかるし、これらを見ると工場が変わったことが認識できて、

残しておくのも悪くない」のであった。彼は、続けて次のように語ってくれた。

　「大型設備があると、それに合わせてまとめ作りをするので生産ロットサイズが大きくな

り、結果として生産リードタイムが長くなります。それに、外部メーカーから購入した設備

は、高価な上にメンテナンスしにくく、現場での使い勝手の悪い場合がしばしば見られます。

作っている物が小さいのだから、それに合わせた小さい設備を社内で作ることにはいろいろ

なメリットがあります。例えば、�0m四方もあった5,000万円の洗浄機が、“からくり工房”

のメンバーによって、50cm四方程の小さな内作設備7台に置き換わりました。新しい内作

設備は部品代だけで済むので �台 �00万円もしないし、小型のためライン内に組み込めて、

そこでのロット処理時間も従来の数時間から分オーダーに短縮されました。」

　設備の小型化と並行して、作業者の役割も変化することになった。大量生産の時代には、一人

の作業者が同一の機械を複数受け持つ「多台持ち」による効率向上が主流であったが、生産ロッ

トサイズが小さくなるにしたがって、スムーズなものの流れを実現するために、一人の作業者が

複数の異なる機械を受け持つ「多工程持ち」が必要になった。そのために、各職場には、全ての

作業者の担当可能工程が一覧表で掲示され、多工程持ちへのチャレンジが推進された。また、品

目間の切替時間を短縮するために、動作分析や時間測定を中心とした作業改善が、全ての職場で

活発に展開された。

　こうした改善活動は、生産現場において様々な成果を生み出した。例えば、匠の里にある角形

抵抗器の印刷工程では、従来は、最大約 �,000枚の基板が入る平らなトレーが工程間の搬送用

に用いられていた。この方法によると、基板を乱雑に入れると表裏の区別が分からなくなってし

まうことに加え、運搬ロットサイズが大きいためにかなりの工程待ちが発生したり、印刷機へ材

料をセットするのにも長い時間を必要とした。表裏を逆に機械にセットしてしまって、設備停止

や不良品を生じるケースもしばしば発生していた。そこで、基板を重ねて保管でき、そのままカー

トリッジ式に運べて印刷機にセットできる「マガジン」と呼ばれる治具（写真�2参照）が開発

された。�つのマガジンには、最大で200枚の基板しか収納できないので、ロット待ちの時間が

少なくなり、生産リードタイムが短縮された。しかも、マガジンごとひっくり返せば基板が裏返

されるので、表裏の区別を気にする必要もなかった。このような改善を積み重ねた結果、印刷工

程での生産リードタイムは、�992年当時の 6日間から、�年間で 48時間へ、さらにこの�年間

で8～ �2時間へと短縮されていた。

　さらに、間接業務についても改善のメスが入れられた。�990年 8月、全ての伝票や書類を極
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限まで減らそうという「�枚ベスト運動」がスタートした。山岸氏は、その内容について、次の

ように説明してくれた。

　「間接業務のアウトプットって何かな、と考えていたら、ふと、紙じゃないか、って気づ

いたんです。それならば在庫と同じで、その紙を減らそうと思い立ったんです。実際に運

動を始めるとき、ある社員が、その稟議書をきれいな紙にコピーして社長に持って行った

んです。社長はそれを見て、そういう態度がダメなんだと言って、しばらく不機嫌のまま

決裁しませんでした。社長の頭の中にムダ排除の思想が徹底していることが、ひしひしと

伝わってきました。」

　こうして、生産現場と顧客が直結され、在庫が少なくなると、生産指示から出荷までのリード

タイムは飛躍的に短縮された。�987年に �ヵ月かかっていたものが、�993年には、業界平均が

約�0日間であったのに対して、KOAでは 4～ 5日（角形抵抗器：抵抗体印刷以降）へと改善され、

これと並行して、生産方式も小口注文用の在庫補充生産分を除き、見込生産から受注生産に変更

された。また、�988年からは、トヨタ生産方式に詳しいコンサルタント山田日登志氏の指導を

受け、現場レベルでも、朝7時からの早朝改善ミーティング（毎週2回）、全員参加による夕方

の改善検討会（�ヵ月に 2日）、社長自らによる現場点検（月 �回）などの活動が活発に行なわ

れるようになった。改善提案については、改善前後の写真と改善内容を説明したパネルが作られ、

生産現場や廊下に所狭しと展示されていた。�994年当時も、工場生産リードタイム24時間（抵

抗体印刷以降）を目標として、歩行など付加価値を生まない動作の排除、資材の運搬・停滞の排除、

伝票類の削減、といった徹底的なムダの発見・排除を目指した改善活動が進められていた。これ

らの一連の改善活動の効果は業績面にも現われ、�989年 3月期には営業損益が4年振りに黒字

に転じた。これまでのKPS推進活動を振り返って、山岸部長は次のように語ってくれた。

　「今になって思えば、KPS活動の成果をいろいろ示せますが、初めからマスタープランが

あった訳ではありません。マスタープランはあくまで机上の話なので、改善を進めていく

上では、現場へ行って現物を見ながら考える、そんな実践的なアプローチが大切なのです。

実際、FAシステム開発部長として先頭に立って自動化の旗を振っていた私がKPSの推進を

担当したのですから、かなり面喰らった人もいたと思います。ただし、目標の具体化とか

指標の共通化は、こうした改善活動を進める上ではとても大切です。例えば我々は、棚卸

資産を4分の �に削減、生産リードタイム70％削減、設備効率50％向上、伝票削減80％、

といった目標を当初から定めていました。

　KPS活動を 7年間やってきて、最近強く感じるのは、長いリードタイムと工程分業という

ものが世の中のムダの根源になっているということです。メーカーで付加価値を生んでい
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るのは製造と営業だけなのに、リードタイムが長いために、期間を区切って管理したり書

類を作る仕事が生まれ、分業体制が当り前になり、計画・調整業務を担当する間接部門が

大きな顔をすることになるのです。だからこそ今も、KPS活動の中心目標を“ワークショッ

プ生産リードタイム24時間”に設定しているのです。」

ワークショップ制の導入と現状

　KPSの改善活動を進めていくと、生産現場と顧客の間に存在していた在庫や管理業務が少なく

なって、両者が短いリードタイムで直結されることになった。向山社長は、�992年 8月、すで

に進めつつあった製品別の縦割り管理をさらに徹底するための研究プロジェクトを発足させ、同

年�2月、生産部門の管理職を全て廃止し、さらに翌年2月には子会社でも同様の辞令を発し、ワー

クショップと呼ばれる製品別の組織形態を導入した。

　ワークショップ（日本語で「工房」）とは、製品別に、資材の購入、生産指示、製造、進捗管

理、品質保証、製品出荷までを一貫して責任を持って担当する自己完結型の組織で、近い将来、

顧客からの受注、さらには代金回収までが責任範囲に含められることになっていた。各ショップ

は、平均20人程の従業員で構成され、プロダクツマネジャーと呼ばれる責任者とラインリーダー

と呼ばれる管理者がいるだけで、他には一切階層の区別がなかった。�994年 6月時点では、KOA

㈱の社内に �8、関連会社に 20、合計 38のワークショップが作られていた。その数は、これか

ら数年の内にさらに増やされる計画であった。これまでは、営業部門は注文を取るだけ、生産部

門は作るだけであったのが、ワークショップ制では、注文を受けてから製品を出荷するまでを全

て自分たちの手で行なうために、「いつでも“お客様”のことを考え、自分たちの作ったものが

どこでどのように使われているかを、全員が意識するようになる」のであった。各工場の入口には、

全てのワークショップのプロダクツマネジャー（PM）とラインリーダー（LL）の顔写真がパネ

ルで表示され、そこにPMと LLの意気込みを示す署名が書き込まれていた（写真�4参照）。また、

ワークショップの入口には、大きな模造紙に、工程間の移動距離、設備台数、設備価格、リード

タイムなどが書き込まれ、そのショップの改善課題が、誰にでも分かるように示されていた。

　向山社長は、KOA㈱が導入したワークショップ制の背後にある考え方について、以下のように

語った。

　「私にワークショップ制のヒントを与えてくれたのは、実は街にある“ほかほか弁当”の

お店です。ほか弁屋さんでは、�人か 2人の従業員が、必要な材料を自分たちで注文し、ご

飯を炊き、おかずを作り、注文に応じておかずとご飯を詰め、代金を受け取って、お礼を

言います。例外もあるかもしれませんが、ご飯を炊くだけで他のことは一切やりません、
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という人はいないでしょう。注文を受けてから代金回収までを全て自分で行なえば、自然

にモノ作りの責任感とか実感が湧いてくるし、お客さんが目の前にいる訳ですから、いつ

でもお客さんと接している充実感がある筈です。それに、代金を現金でもらえば、そこか

ら原材料費などを引くだけで毎日の利益が計算できて、経理の専門スタッフも不要になる

のです。このことは、KOAにおいても全く同様です。お客様の顔が見えるモノ作りを通じて、

お客様との信頼関係を築き、生産現場の人たちに、作る喜びとかモノ作りの充実感を感じ

てもらいたいと考えています。

　需要が右肩上がりで増え続ける時代には、工程分業を進め、人の仕事を機械に置き換え

ることが、効率化への道でした。しかし、今日、自分で素材を買ってきて完成品まで作れ

る人は、世の中でどんどん減っています。例えば、テレビを�人で作れるという人は、果

たして何人いるのでしょうか。お客さんのために堂々と品質保証できる職人の代わりに、

工程別の品質管理が行なわれ、書類を作る間接業務が増えています。しかし、間接人員は

利益を生み出さないし、こうした分業体制の下では、誰のためのモノを作っているかが分

かりにくくなってしまうのです。」

ワークショップ制の将来像について、向山社長はさらに以下のように語った。

　「現状では、各ワークショップは、受注確定後の資材発注から製品の出荷までを担当し

ていて、受注活動や代金回収は営業部が、製品の配送は外部の専門業者が担当しています。

真に自己完結型の縦割り管理を実現するためには、これらの機能も各ワークショップへ移

管する必要があると考えています。自分たちで注文を取って、その代金を全て自分たちで

回収してこそ、モノ作りの社会的な意義を実感できるようになるのです。また今後は、間

接業務についても、本社で行なわれている経理や財務、人事業務などを現場に下ろし、そ

れぞれのワークショップを�つの経営母体として育てていきたいと考えています。実際に、

総務部や人事部からも、ショップに加わりたいという人が最近増えています。今国内にい

る�,500名の社員を増やすのではなく、ワークショップの数を増やして、少しでも多くの

人に経営の楽しさを知ってもらいたいのです。ワークショップ制が浸透すれば、現在約80

人いる本社・本部スタッフは �5名位で済みます。さらに、本社が現場の支援をしたり長

期の経営戦略を練る役割に徹すれば、本社部門の人員を5名位に減らせると思っています。

従来のイメージの本社機構は全く不要になるのです。

　KOAでは、毎年のスローガンを、労組と一緒になって作っています。94年度は、『リー

ダーは現場で、自分で改善します』『社員は多能工で、職人を目指します』『職場は縦流しで、

お客さまが見えます』という3つをスローガンにしました。難しい言葉や表現を使うよりも、
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働いている人たちに分かりやすく、チャレンジする気になるようなスローガンでなければ、

経営方針として意味がありません。それから、世の中では、不況のために賃金を抑える傾

向にありますが、KOAでは、ここ3年間、毎年6％以上給与を上げています。会社の利益を

働いている人たちと分かち合い、彼らにまた明日から明るく楽しく会社に来てもらう、そ

のことが、企業経営の基本であると思っています。

　KOAで働いている人の 60％以上は兼業農家の一員で、大半はこの伊那谷で生まれ育った

人たちです。世の中では、農業と工業は別のものと考えられていますが、人材の有効活用

や働いている人たちの生活を考えると、例えば、毎日2時頃に仕事を終えて夕方まで趣味

を通じて技術を身につけるとか、工場で働いた後で農家を手伝ったりしてもいいのです。

モノ作りに人間が関わっている限り、働いている人たちのやる気や能力、すなわち“人質

（じんしつ）”が、そこで作られる製品の品質を決定的に左右してしまうのです。ある工程で、

工場内の水流を利用して、動力に水車を使うようにしました。そういう工夫を実現した人

たちの目は輝いています。環境へのやさしさという点も含めて、人間性を疎外しないモノ

作りのあり方について、我々は、もっと真剣に考えてみる必要があると思っています。」
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